
ファイル名:0000000_1_0772347502901.doc 更新日時:2017/01/17 11:47:00 印刷日時:17/01/17 11:52 

 

 

四 半 期 報 告 書 
 

(第35期第３四半期) 

 

ポケットカード株式会社 

 



ファイル名:0000000_3_0772347502901.doc 更新日時:2012/01/13 18:31:00 印刷日時:17/01/17 11:52 

 

 

 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 

 
 



ファイル名:0000000_4_0772347502901.doc 更新日時:2017/01/17 11:52:00 印刷日時:17/01/17 11:52 

目      次 

 

頁

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………２ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………３ 

１ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………３ 

２ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………３ 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………３ 

第３ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………４ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………４ 

２ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………５ 

第４ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………６ 

１ 【四半期財務諸表】………………………………………………………………………………７ 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………10 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………10 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 



  

【表紙】   

【提出書類】 四半期報告書  

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項  

  

【提出先】 関東財務局長  

【提出日】 平成29年１月13日  

【四半期会計期間】 第35期第３四半期(自 平成28年９月１日 至 平成28年11月30日)  

【会社名】 ポケットカード株式会社  

【英訳名】 POCKET CARD CO., LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 渡 辺 恵 一  

【本店の所在の場所】 東京都港区芝一丁目５番９号  

【電話番号】 （03）5441-1924  

【事務連絡者氏名】 経理部長 中 一 男  

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝一丁目５番９号  

【電話番号】 （03）5441-1924  

【事務連絡者氏名】 経理部長 中 一 男  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注)１ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  なお、その他の関係会社である株式会社ファミリーマートは、平成28年９月１日付で、ユニー・ファミリーマー

トホールディングス株式会社に商号変更を行いました。また、同社と同社の100％子会社である株式会社サークルＫ

サンクス（同日付で「株式会社ファミリーマート」に商号変更、以下「株式会社ファミリーマート」）の吸収分割

の効力発生により、ユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社の保有する当社株式の全部が株式会社フ

ァミリーマートに承継されました。 

  

回次 
第34期 

第３四半期 
累計期間 

第35期 
第３四半期 
累計期間 

第34期 

会計期間 
自  平成27年３月１日 

至  平成27年11月30日 

自  平成28年３月１日 

至  平成28年11月30日 

自  平成27年３月１日 

至  平成28年２月29日 

営業収益 （百万円） 26,571  27,977  35,676  

経常利益 （百万円） 2,738  2,906  3,779  

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,128  1,512  1,682  

持分法を適用した場合の 
投資利益 

（百万円） － － － 

資本金 （百万円） 14,374  14,374  14,374  

発行済株式総数 （株） 79,323,844  79,323,844  79,323,844  

純資産額 （百万円） 57,945  59,222  58,493  

総資産額 （百万円） 246,353  263,302  248,972  

１株当たり四半期（当期） 
純利益 

（円） 14.43  19.33  21.50  

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 5.00  5.00  10.00  

自己資本比率 （％） 23.5  22.5  23.5  
 

回次 
第34期 

第３四半期 
会計期間 

第35期 
第３四半期 
会計期間 

会計期間 
自  平成27年９月１日 

至  平成27年11月30日 

自  平成28年９月１日 

至  平成28年11月30日 

１株当たり四半期純利益 （円） 5.89  6.73  
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、中国経済の成長鈍化や英国のＥＵ離脱問題等、海外経済に不透

明感が高まりましたが、雇用・所得環境の改善傾向が続くなか、一部弱さもみられるものの、緩やかな回復基調

を続けました。 

クレジットカード業界につきましては、カードショッピングは、サービス内容の多様化やカード決済範囲の拡

大等、利便性の向上を背景に引き続き拡大傾向を維持しましたが、一方でカードキャッシングは、取扱高におい

て改善が見られるものの、貸金業法改正に伴う総量規制の影響等により融資残高は引き続き減少する等厳しい環

境となりました。 

このような環境の中、当社は「暮らしに密着した付加価値の高いサービスを創造する」を企業ビジョンに掲

げ、①ファミマＴカード事業のさらなる強化、②既存事業の安定的拡大、③サービス＆オペレーションの競争力

強化、④持続的成長を実現するための体制強化の４つの重点課題への取り組みを進めてまいりました。 

当第３四半期累計期間における当社の営業収益につきましては、信用購入あっせん部門は、成長戦略の中核を

担う「ファミマＴカード事業」の持続的な拡大に伴い、ショッピングリボ残高が堅調に推移したこと等により、

信用購入あっせん収益は215億38百万円(前年同期比12.4％増)となりました。一方、融資部門は、総量規制の影響

等により引き続き残高が減少し、融資収益は44億97百万円(同11.4％減)となりました。  

以上の結果、営業収益全体では279億77百万円(同5.3％増)となりました。  

営業費用につきましては、調達金利の低下に伴う金融費用の減少があったものの、利息返還関連費用やショッ

ピング取扱高増加に伴う連動経費等、各種販売管理費の増加により250億68百万円(同5.1％増)となりました。 

以上の結果、営業利益は29億８百万円(同6.6％増)、経常利益は29億６百万円(同6.1％増)、四半期純利益は15

億12百万円(同34.0％増)となりました。 
  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて143億29百万円増加し、2,633億２百万円となりま

した。これは主に、割賦売掛金が171億71百万円増加した一方で、営業貸付金が18億73百万円減少したことによる

ものです。 

負債合計は、前事業年度末に比べて136億円増加し、2,040億79百万円となりました。これは主に、買掛金が32

億７百万円増加したこと及び有利子負債合計が92億52百万円増加したことによるものです。 

純資産合計は、前事業年度末から７億29百万円増加し、592億22百万円となりました。これは主に、利益剰余金

が７億29百万円増加したことによるものです。 

また、自己資本比率は、22.5％となりました。 
  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。また、前事

業年度の有価証券報告書に記載した対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 158,150,000 

計 158,150,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年11月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成29年１月13日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 79,323,844 79,323,844 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数 
100株 

計 79,323,844 79,323,844 － － 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年11月30日 － 79,323 － 14,374 － 15,664 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないことか

ら、直前の基準日（平成28年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

①  【発行済株式】 

平成28年８月31日現在

(注) 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の株式には、証券保管振替機構名義失念株式がそれぞ

れ1,500株（議決権15個）及び32株含まれております。 

  

②  【自己株式等】 

平成28年８月31日現在

(注)  上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が60株(議決権の数０

個)あります。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含まれております。 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ 
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 普通株式 1,073,200 

完全議決権株式（その他） 普通株式 78,186,500 781,865 同上 

単元未満株式 普通株式 64,144 － 同上 

発行済株式総数   79,323,844 － － 

総株主の議決権 － 781,865 － 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割

合(％) 

（自己保有株式）          

ポケットカード㈱ 東京都港区芝一丁目５番９号 1,073,200 － 1,073,200 1.35 

計 － 1,073,200 － 1,073,200 1.35 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）並びに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」(通商産業省通達60産局291号)及び「信販会社の

損益計算書における金融費用の表示について」(日本公認会計士協会信販・クレジット業部会部会長報告)の趣旨に基

づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年９月１日から平成28

年11月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。  

  

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。  
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

平成28年２月29日 
当第３四半期会計期間 
平成28年11月30日 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 8,191 7,920 

    割賦売掛金 194,640 211,812 

    営業貸付金 41,060 39,187 

    その他 9,730 9,339 

    貸倒引当金 △13,204 △12,956 

    流動資産合計 240,418 255,302 

  固定資産     

    有形固定資産 355 298 

    無形固定資産 4,019 3,278 

    投資その他の資産     

      投資その他の資産 4,210 4,453 

      貸倒引当金 △31 △31 

      投資その他の資産合計 4,178 4,421 

    固定資産合計 8,553 7,999 

  資産合計 248,972 263,302 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 12,651 15,859 

    短期借入金 18,000 6,000 

    1年内返済予定の長期借入金 29,302 26,322 

    コマーシャル・ペーパー 8,000 25,000 

    その他の引当金 365 550 

    その他 5,272 4,916 

    流動負債合計 73,591 78,648 

  固定負債     

    社債 30,000 40,000 

    長期借入金 76,091 73,330 

    退職給付引当金 445 466 

    利息返還損失引当金 10,346 11,634 

    その他 4 0 

    固定負債合計 116,887 125,430 

  負債合計 190,479 204,079 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 14,374 14,374 

    資本剰余金 15,816 15,816 

    利益剰余金 29,603 30,332 

    自己株式 △1,300 △1,300 

    株主資本合計 58,493 59,222 

  純資産合計 58,493 59,222 

負債純資産合計 248,972 263,302 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第３四半期累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期累計期間 
自 平成27年３月１日 
至 平成27年11月30日 

当第３四半期累計期間 
自 平成28年３月１日 
至 平成28年11月30日 

営業収益     

  信用購入あっせん収益 19,164 21,538 

  融資収益 5,077 4,497 

  その他の収益 2,329 1,940 

  営業収益合計 26,571 27,977 

営業費用     

  販売費及び一般管理費     

    貸倒引当金繰入額 4,495 5,086 

    利息返還損失引当金繰入額 4,019 3,999 

    その他 14,367 15,134 

    販売費及び一般管理費合計 22,882 24,219 

  金融費用     

    支払利息 654 541 

    その他の金融費用 304 307 

    金融費用計 959 848 

  営業費用合計 23,841 25,068 

営業利益 2,729 2,908 

営業外収益     

  雑収入 16 14 

  営業外収益合計 16 14 

営業外費用     

  雑損失 7 16 

  営業外費用合計 7 16 

経常利益 2,738 2,906 

税引前四半期純利益 2,738 2,906 

法人税、住民税及び事業税 1,107 1,411 

法人税等調整額 501 △16 

法人税等合計 1,609 1,394 

四半期純利益 1,128 1,512 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、この変更による当第３四半期累計期間の四半期財務諸表への影響は軽微であります。 

  

(追加情報) 

（法人税率の変更等による影響） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以降開始する事業年度より法人税等

の税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。 

平成29年３月１日から平成31年２月28日まで    30.9％ 

平成31年３月１日以降                        30.6％ 

この税率変更により、繰延税金資産の純額が319百万円減少し、法人税等調整額（借方）が同額増加しており

ます。 

  

(四半期貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期損益計算書関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりで

あります。 

  

(株主資本等関係) 

前第３四半期累計期間（自  平成27年３月１日  至  平成27年11月30日） 

１．配当金支払額 

  
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と
なるもの 

該当事項はありません。 
  

当第３四半期累計期間（自  平成28年３月１日  至  平成28年11月30日） 

１．配当金支払額 

  
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と
なるもの 

該当事項はありません。 

  

   
前第３四半期累計期間  
自  平成27年３月１日 
至  平成27年11月30日  

当第３四半期累計期間  
自  平成28年３月１日 
至  平成28年11月30日  

減価償却費  789百万円 821百万円 

のれんの償却額  282 〃 282 〃 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年４月９日
取締役会 

普通株式 391 5.00 平成27年２月28日 平成27年５月８日 利益剰余金 

平成27年10月８日
取締役会 

普通株式 391 5.00 平成27年８月31日 平成27年11月10日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年４月７日
取締役会 

普通株式 391 5.00 平成28年２月29日 平成28年５月12日 利益剰余金 

平成28年10月６日
取締役会 

普通株式 391 5.00 平成28年８月31日 平成28年11月８日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第３四半期累計期間（自  平成27年３月１日  至  平成27年11月30日）及び当第３四半期累計期間（自  平成

28年３月１日  至  平成28年11月30日） 

当社は「金融サービス事業」を単一の報告セグメントとしており、その他の事業は金額的重要性が乏しいた

め、記載を省略しております。  

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

２ 【その他】 

平成28年10月６日開催の取締役会において、平成28年８月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次の

とおり中間配当を行うことを決議いたしました。 
  

(1) 中間配当金の総額                             391百万円 

(2) １株当たりの金額                              ５円00銭 

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成28年11月８日 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第３四半期累計期間 
自  平成27年３月１日 
至  平成27年11月30日 

当第３四半期累計期間 
自  平成28年３月１日 
至  平成28年11月30日 

１株当たり四半期純利益 14.43円 19.33円 

（算定上の基礎）     

四半期純利益（百万円） 1,128 1,512 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,128 1,512 

普通株式の期中平均株式数（株） 78,251,113 78,250,655 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成29年１月12日

ポケットカード株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているポケットカード

株式会社の平成28年３月１日から平成29年２月28日までの第35期事業年度の第３四半期会計期間(平成28年９月１日から

平成28年11月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年３月１日から平成28年11月30日まで)に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ポケットカード株式会社の平成28年11月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    飯  野  健  一    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    山  田      円    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成29年１月13日 

【会社名】 ポケットカード株式会社 

【英訳名】 POCKET CARD CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 渡 辺 恵 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役兼専務執行役員 塚 本 良 輔 

【本店の所在の場所】 東京都港区芝一丁目５番９号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長渡辺恵一及び当社最高財務責任者塚本良輔は、当社の第35期第３四半期(自 平成28年９月１日  

至 平成28年11月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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